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　和水町議会3月定例会で、平成23年度の予
算が議決されました。一般会計や特別会計など
の予算総額は109億825万円。前年度と比較
して9億7,082万円（9.8％）の増額となりまし
た。本年度予算の主な内容をお知らせします。 
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ち
の
 

    　
平
成
23
年
度
和
水
町
一
般
会
計
予
算
は

58
億
３
，０
３
７
万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し

て
６
億
９
，０
４
９
万
円
の
増
額
と
な
り
ま
し

た
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平
成
22
年
度
予
算
は
町
長
選
挙
が
行
わ
れ

た
た
め
、
道
路
整
備
事
業
な
ど
の
政
策
的
経

費
を
除
い
た
骨
格
予
算
と
し
て
編
成
し
ま
し

た
の
で
、
前
年
度
比
６
億
９
，０
４
９
万
円
の

増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
６
月
の
肉
付
け

予
算
後
と
の
比
較
で
は
１
億
１
，２
４
９
万
円

の
増
額
と
な
り
ま
す
。増
加
の
要
因
と
し
て
、

子
ど
も
手
当
や
保
育
所
運
営
負
担
金
な
ど
の

子
育
て
支
援
の
充
実
や
医
療
費
扶
助
の
拡
充

が
あ
げ
ら
れ
ま
す
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歳
入
予
算
は
自
主
財
源
（
町
で
独
自
に
も

つ
財
源
）
が
16
・
３
％
、
依
存
財
源
（
国
・
県
か

ら
の
補
助
金
な
ど
）が
83
・
７
％
と
な
っ
て
い

ま
す
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自
主
財
源
で
あ
る
町
税
は
引
続
き
厳
し
い

雇
用
情
勢
や
地
域
経
済
の
低
迷
な
ど
に
よ
り

７
億
６
，５
７
４
万
円
【
７
，１
８
０
万
円
減
】

で
歳
入
総
額
の
13
・
１
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
 

　
依
存
財
源
で
あ
る
地
方
交
付
税
は
30
億

４
，０
０
０
万
円【
３
億
３
，０
０
０
万
円
増
】の

52
・
１
％
、国
・
県
支
出
金
は
８
億
９
，０
２
６

万
円【
１
億
２
６
０
万
円
増
】の
15
・
３
％
、町

債
は
７
億
１
，９
０
９
万
円
【
３
億
８
３
４
万

円
増
】の
12
・
３
％
と
な
っ
て
い
ま
す
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歳
入
に
占
め
る
依
存
財
源
が
83
・
７
％
と
、

依
然
と
し
て
地
方
交
付
税
、国
・
県
支
出
金
な

ど
に
多
く
の
歳
入
を
依
存
し
て
お
り
、
公
有

財
産
の
有
効
活
用
や
有
料
広
告
収
入
な
ど
の

自
主
財
源
の
強
化
に
取
組
ん
で
い
き
ま
す
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 歳
出
に
つ
い
て
 

　
歳
出
予
算
は
義
務
的
経
費（
人
件
費
、扶
助

費
、公
債
費
）が
歳
出
総
額
の
44
・
９
％
、投
資

的
経
費
（
普
通
建
設
事
業
費
、
災
害
復
旧
費
）

が
10
・
１
％
、そ
の
他（
物
件
費
、補
助
費
な
ど
）

が
45
・
０
％
と
な
っ
て
い
ま
す
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義
務
的
経
費
で
あ
る
扶
助
費
は
子
ど
も

手
当
や
高
齢
者
・
乳
幼
児
の
医
療
費
補
助
の

増
加
に
よ
り
７
億
６
，２
７
０
万
円
【
１
億

８
９
０
万
円
増
】
の
13
・
１
％
、
公
債
費
は
地

方
債
の
借
入
れ
抑
制
の
効
果
に
よ
り
７
億

４
，０
４
５
万
円【
４
，６
５
６
万
円
減
】12
・
７
％
、

投
資
的
経
費
で
あ
る
普
通
建
設
事
業
費
は

前
年
度
の
骨
格
予
算
の
影
響
に
よ
り
５
億

７
，９
５
６
万
円
【
２
億
１
，９
７
０
万
円
増
】

９
・
９
％
、
そ
の
他
、
積
立
金
は
合
併
振
興
基

金
の
設
置
に
よ
り
２
億
１
９
５
万
円
【
１
億

９
，１
８
２
万
円
増
】
３
・
５
％
、
物
件
費
は
県

の
緊
急
雇
用
創
出
基
金
事
業
な
ど
に
よ
り

７
億
３
，６
０
８
万
円【
１
億
２
，３
９
２
万
円

増
】12
・
６
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

【
　
】は
前
年
度
予
算
と
の
比
較
で
す
。
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町　税 
7億6,574万円 
13.1%

自主財源　16.4%

諸収入など 
1億8,273万円 
3.3%

地方交付税 
30億4,000万円 
52.1%

国・県支出金 
8億9,026万円 
15.3%

町債 
7億1,909万円 
12.3%

地方譲与税など 
2億3,255万円 
3.9%

歳 入 
一般会計 

依
存

財
源
　83.6%

58億3,037万円 

歳 出 
一般会計 

義
務
的
経
費
　
4
4
.9
％扶助費 

7億6,270万円 
13.1%

物件費・ 
維持補修費 
7億6,273万円 
13.1%

投資的経費 10％

そ
の
他
　
45.1%

人件費 
11億1,648万円 
19.1%

公債費 
7億4,045万円 
12.7%

普通建設事業費・ 
災害復旧費 
5億8,566万円 
10.0%

補助費等 
10億 
4,502万円 
17.9%

積立金・ 
投資及び出資金 
2億5,441万円 
4.4%

繰出金・ 
予備費 
5億6,292万円 
9.7%

58億3,037万円 

一般会計予算 
平成23年度の一般会計予算は58億3,037万円となり、合併後、防災行政無線整備を行った平成20年度に次ぐ

予算規模となりました。 

歳入の特徴 
●町税などの自主財源は、景気

の悪化などから町民税が落ち

込んだことにより減額となっ

ています。 

●国・県支出金は、地上デジタ

ル放送整備事業、子ども手当

などにより大幅な増額となっ

ています。 

●地方交付税は、地方の自主財

源の充実・強化を図る措置で、

増額となっています。 

●町債は、合併振興基金の積立

てにより増額となっています。 

【国・県支出金】 
国・県が使用目的を特定して交付 

【地方交付税】 
所得税、法人税、消費税などの国
税収入の一部を国が交付 

【町債】 
公共施設の整備などのために借入 

【諸収入など】 
財産貸付による財産収入や各種分
担金、負担金、使用料 

【扶助費】 
子ども手当や高齢者、乳幼児の医
療費 
【普通建設事業費】 
道路、橋梁、河川や公共施設の建
設費 
【物件費】 
委託料、消耗品費、通信運搬費 
【補助費】 
各種団体への補助金、負担金 

歳出の特徴 
●扶助費は子ども手当、乳幼児

医療費助成などの増により大

きく伸びています。 

●公債費は合併時の平成18年度

をピークに計画どおり減少し

ています。 

●物件費は県の緊急雇用創出基

金事業などにより増額となっ

ています。 




